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1.はじめに

日本では、近年各地で大規模な地震が発生し、大きな被害を受けてきている。今後も発生すると予想される大

地震に対し、経営的被害者E最小限に抑えるためには、各企業において事業継続計画 (BCP)在作成し、対策を立

てておくことが重要である。そもそも、事業継続計画 (BCP) とは、自然災害などのような緊急事態において事

業中断を最短にとどめ被害を最小化するための企業の危機管理手法の一つである。企業は、リスクとそれが業務

に与える影響を洗い出し、優先的に復旧すべき業務と必要な設備やシステムを事前に明確にし、復旧手順を決め

ておくことが重要である(図 1)。

しかし、体力のある大企業を除くと、現実には BCPに取り組んでいない中小企業が大半である1)。その原因

として、具体的な対策のための助言を企業に提供するため

の簡易な予測被害額の算出方法や、実被害と財務とののか

かわりが明確でないなど、企業に対してより具体的でわか

りやすい提言方法でないことがあげられる。

そこで、本研究では BCP概念図の縦軸の操業率の落ち

込み度合いや、横軸の復旧時間(速度)に影響する指標を

明らかにし、対策を講ずる資金的余裕について助言できる
図1 BCP概念図(中小企業庁運用指針に加筆)

経営指標について検討することを目的とする。
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2. B仁Pガイドラインの種類

既存の主な BCPガイドラインを表 1に示す。 14種類のなかで、「中小企業BCP策定運用指針および中小企業

庁の財務診断モデル」は、唯一、被害額算定と財務診断に触れられている。また、「あいち BCPモデル」は、コ

ンパクト版と標準版に分かれており、さらに業種ごとに分類されていてわかりやすい。しかし、いずれも、 BCP

概念図を定量的に説明しうるものには至っていない。

3. BCPと経営指標の利用可能性

具体的提言という点在重視する場合、何らかの形での客観的な指標やデータといったものが重要となる。そこ

で以下の経営分析に使用される貸借対照表(図 2)の中にある指標を利用する。

(1)長期固定適合率 :C

経営分析において、主として企業の安全性分析に用いられ、固定資産の調達が自己資本でどのくらいまかなわ

れているかを示す指標であり、下式で表わされる。

C ニ 固定資産

自己資本+固定負債
)
 

1
1
i
 

〆，a
，、、

@
 

@
 

@
 

比率としては 100%以下が安全な水準と言える。 BCP概念図の縦軸は建物・設備などの耐震性が低い場合に落

ち込みが激しくなる。長期固定適合率が良好であれば、耐震対策などに向けた投資余力があるという判断につな

がる。ダメージを軽減するための具体的な防災投資可能金額の算定を行い、費用対効果を考えて経営的判断を下

すことが可能となる。

(2)当座比率 :T

即座に支払う能力があるかないか、換金性の高い資産がどれくらいあるかを判断する指標であり、下式で表わ

される。

T 当座資産

流動負債

当座比率が 100%を超えると震災後の復旧力を有するといえる。一般的に理想は 100%以上、標準は 90%、危

(2) 

険信号は 80%以下というのが目安となる。

i 

図2 貸借対照表

4.経営指標の実態

愛知県三河地域の中小企業 93社の貸借対照表を集め、長期固定適合率と当座比率の関係を示したものが図 3

である。長期回定適合率と当座比率両方の 100%の軸を境に、 4つのエリアに分類すると、 2つのエリアに集中

し、大半の企業は当座比率が 100を超え、長期固定適合率が 100を下回るエリアに属する。つまり、一定程度

の企業余力は有していると考えられる。今回、大企業は極端な数値を取るものはなく密集した形となったが、中
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には経営指標上危険な数値を取る企業も見られた。中小企業については個々によって値は異なるが、全体的には

比較的良好な値となっていることがわかる。
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図3 長期固定適合率と当座比率の規模日昨日関図

本論文では、「事業継続計画」の実態を把握するとともに、この概念図を説明する経営指標として「長期固定

適合率」と「当座比率」を用いることを提案した。また、愛知県下の製造業 93社に対して 2つの指標値を調査

した。明らかになった主な点は以下のとおりである。

1) BCPガイドラインは現在日種類ほどあるが、経営指標まで踏み込んだものは見られない。

2) 長期固定適合率が 100%未満で、かつ当座比率が 100%以上の、投資余力があると考えられる企業が

大半である。一方、長期間定適合率と当座比率がいずれも良好でない企業も約2割程度存在する。

今後も、 BCPの概念図を説明する経営指標の有効性に関して継続的に検討を行う予定である。
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